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行政減量・効率化有識者会議における独立行政法人に関する各省ヒアリング（参考資料） 
 

 
【全 体】 
 
● 財務状況の推移（平成１６年度） 
 
資産負債差額の推移（特に累積債務の増減・発生要因） 

 
資産合計 3,859,929,297,419 円 

負債合計 3,796,083,271,462 円 

 

累積債務 

    

１６年度期首 １６年度期末

日本学生支援機構債券残高

まだ償還が始まっていないため新規発行分が
増加

一般会計借入金残高　

償還免除額よりも新たに借入れる額の方が多
いため増加。

財政融資資金借入金残高　

事業規模の拡大のため償還額より新たに借入
れる額の方が多いため増加

民間借入金残高　

新たな借入れはなく償還をした分だけ減少

127,000,000,000円 　203,000,000,000円

1,985,021,575,069円 　2,078,028,957,529円

1,244,568,000,000円 　1,507,962,000,000円

954,006,800円 819,631,400円

 

 

 

 

行政サービス実施コスト 

     

    

Ⅰ　業務費用 52,631,286,084円

Ⅱ　損益外減価償却相当額 1,787,463,967円

Ⅲ　引当外退職給付増加見積額 112,085,847円

Ⅳ　機会費用  14,460,529,526円

Ⅴ　行政サービス実施コスト       68,991,365,424円       

 

 

資料１－４ 
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 長期借入金又は債権発行により資金を調達している事業で、償還計画が未達成のものの状況

及び見通し 

  

これまで計画どおりに償還しており、今後も計画どおり償還する。 

 

 

 

運営費交付金、補助金等及び国からの受託収入の推移並びにその概要 

 

   運営費交付金 23,006,132,000 円 

   国 庫補助金  1,051,009,000 円 

         免除補填金       136,262,000 円 

         回収不能債権補填金 914,747,000 円 

   政 府補給金  9,736,801,523 円 

※ 第二種学資金の貸与に要する資金に充てるため借入れた財政融資資金又は発

行した日本学生支援債券に係る利子補給に要する経費 
 
 
 
● 資産の状況 
 
有形固定資産の概要（内容、資産額等） 

 

平成１６年度の有形固定資産は以下のとおりである。 
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有形固定資産（特に国民一般が利用する施設）の稼動状況 

 
日本学生支援機構において、「国民一般が利用する施設」として国際交流会館等が挙げら

れる。稼動状況は以下のとおりである。 
 

入居数 入居率 入居数 入居率

札幌国際交流会館 50 41 81.3 46 91.0

仙台第一国際交流会館 57 51 89.9 53 92.1

仙台第二国際交流会館 79 73 91.8 72 91.2

東京国際交流会館 282 247 87.6 248 98.7

駒場国際交流会館 314 266 84.6 273 87.1

祖師谷国際交流会館 362 312 86.2 328 90.6

東京国際交流館 796 650 81.7 677 85.0

東京日本語教育センター留学生寮 149 127 85.3 134 89.8

金沢国際交流会館 49 45 92.7 46 93.2

京都国際交流会館 80 72 89.7 68 85.0

大阪第一国際交流会館 259 210 81.0 203 89.5

大阪第二国際交流会館 40 37 93.1 37 92.7

大阪日本語教育センター留学生寮 54 40 74.5 48 88.3

兵庫国際交流会館 197 178 90.5 183 92.8

広島国際交流会館 41 38 93.7 38 92.1

福岡国際交流会館 54 49 89.8 52 95.5

大分国際交流会館 204 163 79.7 180 88.0

合　　計 3,067 2,599 84.7 2,683 89.2

平成１６年度・１７年度国際交流会館等入居状況 平成18年3月31日
１６年度

（４－３月平均）
１７年度

（４－３月平均）
会館 居室数

 
 
 
 
● その他の事務事業の状況 
 
事務事業に対するニーズの状況 

 

①奨学金事業 
説明資料（奨学金に対する需要について）参照 
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②留学生支援事業 
・私費外国人留学生学習奨励費給付制度実施状況 

     

私費外国人留学生数(人) 受給者数（人）

平成16年度 105,592 12,316

平成17年度 110,018 12,889

※私費外国人留学生数は、毎年5月1日現在の数  
     

・留学生宿舎の状況（平成１７年５月１日現在） 

 
 ③学生生活支援事業 
   各研修参加者数 

【平成16年度】

参 加 者 数
研修会名

国 立 公 立 私 立 その他 合 計

126 28 240 394全国学生指導研究集会

238 28 161 3 430地区学生指導職員研究集会

59 6 1 66厚生補導研究協議会

110 5 6 121厚生補導事務研修会

89 6 89 31 215留学担当職員研修

366 48 384 40 838留学生交流研究協議会

281 281メンタルヘルス研究協議会（全国）

317 50 393 3 763全国大学保健管理研究集会

53 39 3 95大学メンタルヘルス研究会

49 3 31 3 86全国学生相談研究会議

119 1 6 126地区就職指導担当職員研修会

79 79教務事務研修会

1,886 175 1,350 83 3,494合 計

 

①学校が設置する留学生宿舎 
 

②公益法人等が設置する留学生宿舎 
 

③学校が設置する一般学生寮 
 

          87 校 
          15 校 

294 校 
国立大学等 
公立大学 
私立大学等 

    6,426 人 
   219 人 
    8,084 人 

日本学生支援機構設置留学生宿舎 
公益法人設置留学生宿舎 
地方公共団体設置留学生宿舎 
公営住宅等 
民間企業の社員寮 

2,352 人 
797 人 
1.337 人 
1,771 人 
795 人 

国立大学等 
公立大学等 
私立大学等 

  2,574 人 
      126 人 
    2,292 人 

105 校 
25 校 
 232 校 

（12.1%） 
 

（4.1%） 
（100.0%） 

留学生総数 
121,812 人 

26,773 人 
 22.0% 
 

民間宿舎・アパート等 
95,039 人 （78.0%） 

14,729 
7,052 

4,992 
（5.8%） 
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【平成17年度】

参 加 者 数
研修会名

国 立 公 立 私 立 その他 合 計

130 25 149 304全国学生指導研究集会

260 40 193 493地区学生指導職員研究集会

48 7 59 3 117厚生補導研究協議会

119 10 92 2 223厚生補導事務研修会

89 12 89 31 221留学担当職員研修

343 42 377 60 822留学生交流研究協議会

378 25 72 475メンタルヘルス研究協議会（地区）

303 38 388 13 742全国大学保健管理研究集会

39 10 31 5 85大学メンタルヘルス研究会

42 3 29 6 80全国学生相談研究会議

98 19 116 233地区就職指導担当職員研修会

65 6 54 125教務事務研修会

1,914 237 1,649 120 3,920合 計

 
 
自己収入の推移 

 

平成１６事業年度 
（単位：円）

決算額

日本学生支援債券 76,000,000,000

貸付回収金 233,768,057,507

第一種回収金 153,118,069,488

第二種回収金 80,649,988,019

貸付金利息 10,738,609,383

貸付金利息 10,376,134,111

預金利息 77,072

基金受取利息 112,105,818

第二種学資金延滞金収入 250,292,382

事業収入 1,822,783,891

寄附金収入 189,631,182

留学生宿舎収入 1,096,802,644

日本語学校収入 536,350,065

雑収入 1,442,176,253

第一種学資金延滞金収入 943,341,666

受験料収入 377,196,200

雑収入 121,638,387

323,771,627,034

区分

計  
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事務事業の種類（セグメント）別の収支等財務状況の算出、公開状況 

 

別紙１のとおり 

 

 

【融資業務等】 
 
● 各融資業務等の運営の現状等 
 
業務量 

 

貸与業務 （平成16年度末）
区分 事業規模等 金額、件数 業務内容

回収業務 （平成16年度末）
区分 事業規模等 金額、件数 業務内容

3,799,675（百万円）

(請求、入金、住所調査関連)
　・奨学金の返還請求及び完了処理等に関する処理
　・奨学金の返還猶予及び返還方法の変更に関する処理
　・奨学金の貸与及び返還に係る相談への対応等
　・返還者の住所調査に関する処理
（免除関連）
　・死亡又は心身障害による奨学金の返還免除に関する処理
　・機構法第16条に基づく奨学金の返還免除の実施(に関する
   処理
　・教育又は研究の職に係る奨学金の返還免除に関する処理
（法的措置等関連）
　・奨学金に係る法的措置に関する処理　等

3,032,836（件）

659,928（百万円）

931,192（人）

奨学生の採用に関する処理
奨学生の異動に関する処理
奨学生の補導に関する処理

合計
貸与額

貸与人員

貸与人員

合計

総貸付残高

 
 

 

 

経常収支（平成１６年度） 

 

別紙１のとおり 

 

 

リスク管理債権比率、貸倒引当金の推移（平成１６年度） 

 

①リスク管理債権比率：別紙２のとおり 
 

②貸倒引当金：以下のとおり 
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（単位：円） 

 
  
 
 

＊貸倒引当金の算定方法は第一種、第二種学資金ごとに期末債権に対し、「一般債

権」、「貸倒懸念債権」、「破産更正債権等」に区分し、過去３ヵ年の回収実績に基づ

き将来の貸倒引当金計上額を算定（独立行政法人会計基準第２９） 

 
 
回収率の状況 

 
別紙２のとおり 

 
事業別分野の収支状況、不良債権額の状況等についての情報公開状況 

 

事業別分野の収支状況：別紙１のとおり 

不良債権額の状況等についての情報公開状況：別紙３のとおり 

 

年度 第一種学資金 第二種学資金 

平成 16 80,202,668,399 29,840,373,560 



平成１６事業年度財務諸表附属明細書より (単位:円)
奨学金貸与事業 留学生支援事業 学生支援事業 法人共通 計
47,028,781,434 15,616,654,293 567,406,593 2,810,012,739 66,022,855,059
47,011,151,599 0 0 0 47,011,151,599

0 10,969,447,877 0 0 10,969,447,877
0 1,418,901,549 0 0 1,418,901,549
0 435,389,271 0 0 435,389,271
0 865,711,984 0 0 865,711,984
0 1,927,203,612 0 0 1,927,203,612
0 0 551,619,378 0 551,619,378
0 0 15,787,215 0 15,787,215
0 0 0 2,810,012,739 2,810,012,739

17,629,835 0 0 0 17,629,835
48,175,546,292 15,689,464,261 599,126,000 2,965,722,592 67,429,859,145
6,026,813,000 13,439,174,000 599,126,000 2,931,703,944 22,996,816,944
9,794,041,393 0 0 0 9,794,041,393
1,193,634,048 0 0 0 1,193,634,048

0 1,096,802,644 0 0 1,096,802,644
0 531,629,765 0 0 531,629,765
0 377,196,200 0 0 377,196,200

92,565,978 0 33,397,779 125,963,757
8,049,728,732 0 0 0 8,049,728,732
22,991,447,854 0 0 0 22,991,447,854

6,424,460 151,974,559 0 0 158,399,019
87,921 121,115 0 123,504 332,540

113,368,884 0 0 497,365 113,866,249
1,146,764,858 72,809,968 31,719,407 155,709,853 1,407,004,086

3,790,980,721,030 62,507,295,376 96,913,940 6,344,367,073 3,859,929,297,419

補助金等収益
財源措置予定額収益
寄附金収益
資産見返負債戻入

＊事務事業別の収支状況は、独立行政法人会計基準に基づき作成した附属明細書の中のセグメント情報として、官報及び機構WEBページに開示。

財務収益
事業損益
総資産

財務費用

日本留学試験検定料収入
その他事業収入

事業収益
運営費交付金収益
学資金利息
延滞金収入
留学生宿舎収入
日本語学校収入

留学生交流推進業務費
研修・情報提供業務費
修学環境等調査研究業務費
一般管理費

留学生学資金支給業務費
留学生寄宿舎運営業務費
留学試験業務費
日本語予備教育業務費

事務事業の種類（セグメント）別の収支等財務状況の算出、公開状況

事業費用
学資金貸与業務費

別紙１



リスク管理債権比率等

（事業報告書別表4-1より)

　返 　還 　金 　の 　回 　収 　状 　況    等
1   返還及び貸与債権の状況

 　(1)　 返還の状況

（ 100.0 ）（ 100.0 ) （ 100.0 ）（ 100.0 ) （ 100.0 ）（ 100.0 ) （ 100.0 ）（ 100.0 ) （ 100.0 ）（ 100.0 ) （ 100.0 ）（ 100.0 ) （ 100.0 ）（ 100.0 ) （ 100.0 ）（ 100.0 ) （ 100.0 ）（ 100.0 )

（ 85.4 ） ( 76.5 ) （ 89.1 ） ( 85.9 ) （ 86.4 ） ( 78.6 ) （ 85.1 ） ( 75.8 ) （ 88.6 ） ( 86.2 ) （ 86.1 ） ( 78.5 ) （ 84.5 ） ( 75.1 ) （ 87.8 ） ( 85.0 ) （ 85.6 ） ( 77.9 )

（ 14.6 ） ( 23.5 ) （ 10.9 ） ( 14.1 ) （ 13.6 ） ( 21.4 ) （ 14.9 ） ( 24.2 ) （ 11.4 ） ( 13.8 ) （ 13.9 ） ( 21.5 ) （ 15.5 ） ( 24.9 ) （ 12.2 ） ( 15.0 ) （ 14.4 ） ( 22.1 )

（注）１．上段（　）内は、「要返還」に対する割合（単位：％）である。
       ２．人員は、実人員である。
　　　３．人員・金額ともにそれぞれ四捨五入しているため、計欄の計数は、内訳を集計した計数と必ずしも一致しない。

 　(2)　 貸与債権の状況

（ 100.0 ）（ 100.0 ) （ 100.0 ）（ 100.0 ) （ 100.0 ）（ 100.0 ) （ 100.0 ）（ 100.0 ) （ 100.0 ）（ 100.0 ) （ 100.0 ）（ 100.0 ) （ 100.0 ）（ 100.0 ) （ 100.0 ）（ 100.0 ) （ 100.0 ）（ 100.0 )

( 13.6 ) ( 10.8 ) ( 10.3 ) ( 10.6 ) ( 12.8 ) ( 10.8 ) ( 14.0 ) ( 11.2 ) ( 10.8 ) ( 11.2 ) ( 13.0 ) ( 11.2 ) ( 14.5 ) ( 11.5 ) ( 11.4 ) ( 12.0 ) ( 13.5 ) ( 11.7 )

( 11.2 ) ( 8.3 ) ( 6.9 ) ( 6.8 ) ( 10.1 ) ( 7.9 ) ( 11.3 ) ( 8.4 ) ( 6.9 ) ( 7.0 ) ( 10.0 ) ( 7.9 ) ( 11.4 ) ( 8.4 ) ( 6.9 ) ( 7.1 ) ( 9.9 ) ( 7.9 )

( 8.6 ) ( 5.9 ) ( 3.9 ) ( 3.9 ) ( 7.4 ) ( 5.3 ) ( 8.7 ) ( 6.0 ) ( 4.1 ) ( 3.9 ) ( 7.3 ) ( 5.2 ) ( 9.2 ) ( 6.4 ) ( 4.5 ) ( 4.5 ) ( 7.6 ) ( 5.6 )

（注）１． 「延滞債権」とは、翌事業年度4月１日現在で1日以上延滞の状況にある者の総数及び全残存債権の総額であり、上段（　）内は「返還を要する債権」に対する割合（単位：％）である。
      ２．人員・金額ともにそれぞれ四捨五入しているため、計欄の計数は、内訳を集計した計数と必ずしも一致しない。

第一種奨学金 第二種奨学金 計

千人 億円 千人 億円 千人 億円 千人 億円 千人

区 分
平 成 14 事 業 年 度 平 成 １ ５ 事 業 年 度 平 成 １ ６ 事 業 年 度

第一種奨学金 第二種奨学金 計 第一種奨学金 第二種奨学金 計

億円

要 返 還

億円 千人 億円 千人億円 千人 億円 千人

（ 期日到来分のみ ） 1,090 1,440 384 418 1,474 1,858 1,125 1,517 470 532 1,595 2,048 1,158 1,639 574 658 1,732 2,297

う ち 返 還
931 1,101 342 359 1,273 1,460 957 1,150 417 458 1,374 1,608 979 1,231 504 559 1,483 1,790

う ち 未 返 還
159 339 42 59 201 398 168 367 54 74 222 440 179 408 70 99 249 507

繰 上 返 還 額 263 260 523 277 300 577 300 248 548

区 分
平 成 14 事 業 年 度 平 成 15 事 業 年 度 平 成 １ ６ 事 業 年 度

第一種奨学金 第二種奨学金 計 第一種奨学金 第二種奨学金 計 第一種奨学金 第二種奨学金 計

千人 億円 千人 億円 千人 億円 千人 億円 千人 億円 千人 億円 千人 億円 千人 億円 千人 億円

貸 与 残 高
( 人 員 は ､ 延 人 員 ）

1,768 19,275 798 10,982 2,566 30,257 1,848 20,151 955 13,661 2,803 33,812 1,898 21,034 1,134 16,962 3,033 37,997

返 還 を 要 す る 債 権
（期日未到来分を含む）

1,165 12,134 406 6,921 1,7005,206 1,571 17,340 1,201 9,047 1,848 22,568
( 人 員 は 、 実 人 員 ）

19,794 1,235 13,521 61312,873 498

延 滞 債 権
( 人 員 は 、 実 人 員 ） 159 1,311 42 554 201 1,865 168 1,436 54 773 222 2,209 179 1,561 70 1,083 249 2,644

うち３か月以上
の 延 滞 債 権 131 1,007 28 356 159 1,363 136 1,083 34 481 170 1,564 141 1,141 42 646 183 1,787

うち６か月以上
の 延 滞 債 権 100 710 16 202 116 912 104 769 20 267 125 405 141 1,2691,036 113 864 28

別紙２



不良債権の状況等についての情報公開状況

平成１６事業年度財務諸表附属明細書より (単位:円)

期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高
第一種学資金 2,015,102,848,451 88,329,729,672 2,103,432,578,123 71,489,479,506 8,713,188,893 80,202,668,399

　一般債権 1,993,010,883,418 85,316,871,688 2,078,327,755,106 55,500,524,731 5,456,763,932 60,957,288,663 ＊
　貸倒懸念債権 19,315,323,428 2,208,288,065 21,523,611,493 13,212,313,170 2,451,855,042 15,664,168,212 ＊

　破産再生更生債権等 2,776,641,605 804,569,919 3,581,211,524 2,776,641,605 804,569,919 3,581,211,524 ＊
第二種学資金 1,366,094,767,693 330,147,406,498 1,696,242,174,191 26,655,744,661 3,184,628,899 29,840,373,560

　一般債権 1,363,329,475,611 329,287,600,717 1,692,617,076,328 25,139,778,603 2,943,263,773 28,083,042,376 ＊
　貸倒懸念債権 2,704,759,248 816,614,447 3,521,373,695 1,455,433,224 198,173,792 1,653,607,016 ＊

　破産再生更生債権等 60,532,834 43,191,334 103,724,168 60,532,834 43,191,334 103,724,168 ＊
貸付金利息に係る未収収益 1,109,667,427 △ 582,092,718 527,574,709 0 9,016,252 9,016,252 *

計 3,382,307,283,571 417,895,043,452 3,800,202,327,023 98,145,224,167 11,906,834,044 110,052,058,211
＊貸倒引当金の見積方法
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産再生更生債権等については回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

※附属明細書で貸倒引当金の明細を、事業報告書で返還金の回収状況（別紙）を開示

貸付金等の残高
摘要

貸倒引当金の残高
区分

別紙３


